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牧之原市の給与・定員管理等について  

 

１  総括  

 

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）  

区  分  

 

住民基本台帳人口  

（令和６年１月１

日）  

 歳  出  額  

        Ａ  

実質収支  

 

人  件  費  

      Ｂ 

人件費率  

 Ｂ／Ａ  

(参考 ) 

令和４年度の人件

費率  

令和５

年度  

              人 

4 2 , 3 2 6  

      千円  

21,908,534 

    千円  

615,228 

    千円  

3,035,260 

      ％ 

1 3 . 9  

              ％ 

1 3 . 9  

 

 ( 2 )  職員給与費の状況（普通会計決算）  

区  分  

 

職員数  

    Ａ  

給      与      費        

 

 

 

 

(参 考 )一 人 当 た

り給与費   

Ｂ／Ａ  

(参 考 )一 般 市

平 均 一 人 当 た

り 給 与 費  

給   料  職員手当 期 末 ･ 勤 勉 手 当   計  Ｂ  

令和５

年度  

    人  

3 2 7  

    千円  

1,168,908 

    千円  

2 0 6 , 0 8 3  

    千円  

4 6 1 , 7 1 6  

    千円  

1,836,707 

千円  

5,617 

        千円  

5 , 8 4 3  

（注）１  職員手当には退職手当を含まない。  

２  職員数については、令和５年４月１日現在の人数。また、任期付短時間勤務職員、暫定再

任用職員（短時間勤務）、定年前再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を含まない。 

３  給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び定年前再

任用短時間勤務職員の給与費が含まれているが、会計年度任用職員の給与費は含まれてい

ない。  

 

 (3) ラスパイレス指数の状況  

（注）１  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する       

ため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職  

俸給表（一）適用職員の俸給月額を 100として計算した指数。  

２  （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス

指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較する

ため、地域手当の支給割合を用いて補正したラスパイレス指数。  
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（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給割合）／（１＋国の指定基準に

基づく地域手当支給割合）により算出。）  

３  類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均

したものである。  

４  ラスパイレス指数（地域手当補正後ラスパイレス指数を含む）の算出に当たっては、60歳に

達した日後の最初の４月１日以降に支給される給料月額について、本来の給料月額の７割水

準に設定される職員を除いている。  

※  令和６年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②

３年連続で上昇している場合、③ 100 を超えている場合について、その理由及び改善の見込み  

－  

 

(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について  

 

 

 

①給料表の見直し  

［実施］  

一般行政職の給料表について、平成 27 年度より国の見直しの内容を踏まえ、平均 1.8％引き下

げ。若年層については引き下げなし。高齢層については最大 4.3％引き下げ。激変緩和のため、

3 年間（平成 30 年 3 月 31 日まで）の経過措置（現給保障）を実施。  

 

②地域手当の見直し  

当市においては、東京都特別区を除き、地域手当の支給はしていない。  

 各年度の支給割合  

平成  

26 年度   

平成 27 年度   
平成  

28 年度   

平成  

29 年度   

平成  

30 年度   

令和  

元年度  

令和  

２年度  

令和  

３年度  

令和  

４年度  

令和  

５年度  

令和  

６年度  
4 月 1 日

時点  

遡及  

改定後  

国 基 準 に

よ る 支 給

割合  

０％  １％  ２％  ３％  ３％  ３％  ３％  ３％  ３％  ３％  ３％  ３％  

牧 之 原 市

の 支 給 割

合  

０％  

 

③その他の見直し内容  

扶養手当について、国と同様に見直しを実施（平成 30 年度までに、平成 28 年度から段階的に

実施）  

 

(5) 特記事項  

該 当 な し   

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手

当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。  
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２  職員の平均給与月額、初任給等の状況  

 

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和６年４月１日現

在）  

    ①一般行政職  

  

 

 

 

 

 

区  分  

 

平 均 年 齢 

 

平均給料月額  

 

平均給与月額  

 

平均給与月額  

(国比較ベース ) 

牧之原市      39.6歳      301,134円     362,256円    328,394円 

静岡県      42.7歳      333,500円     433,647円   371,183円 

国      42.1歳      323,823円       ―    405,378円 

 類似団体      42.0歳      314,371円     366,341円    338,206円 

 

②技能労務職  

  

区  分  

公務員  

 

 

 

 

 

 

平均年齢  職員数  平均給料月額  平均給与月額  

(Ａ ) 

平均給与月額  

(国比較ベース ) 

牧之原市  51.3歳  4人      272,400円      295,755円      286,525円  

静岡県  5 2 . 3歳  1 0 3人      289,300円      340,563円      309,944円  

国  51.2歳  1,829人     288,144円  ―      330,553円  

 類似団体  5 1 . 9歳  9人      305,442円      327,611円      318,016円  

 

  民間  参考  

 

 

 

 

 

 

対応する民間

の類似職種  

平均年齢  平均給与月額  

(Ｂ ) 

Ａ／Ｂ  

 清掃職員  4 7 . 7歳      314,900円  9 3 . 9％  

 ―  ―  ―  ―  

 ―  ―  ―  ―  

 ―  ―  ―  ―  

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（令和  

２年～令和４年の３ヶ年平均）。  

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において

完全に一致しているものではない。  

 

 (2) 職員の初任給の状況（令和６年４月１日現在）  

区     分  牧之原市  静岡県  国    

  

  

  

  

一般行政職  
大  学  卒  196,200円   206,225円         196,200円   

高  校  卒       166,600円   174,130円         166,600円   

技能労務職  
高  校  卒              －   172,194円              －   

中  学  卒              －   158,235円              －   
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 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和６年４月１日現在）  

 

 

 

３  一般行政職の級別職員数等の状況  

 

 ( 1 )  一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和６年４月１日現在）  

区  分  標準的な職務内容  職員数  構成比  １号給の  

給料月額  

最高号給の

給料月額  

  

７級  

理 事 、 部 長 、 会 計 管 理
者 、 専 門 官  
 

         人 
13 

        ％  
5 . 1  

    円  
365,500 

    円  
446,200 

 

 ６級  参 事 、 副 参 事  

         人 
3 3  

        ％  
1 3 . 0  

    円  
323,100 

    円  
411,300 

 

 ５級  
副 参 事 、 総 括 主 幹 、 主
席 指 導 主 事  

         人 

2 3  

  

        ％  

9 . 1  

  

    円  
295,400 

    円  
394,000 

 

４級  主 幹 、 指 導 主 事 、 園 長  

         人 

3 6  

  

        ％  

1 4 . 2  

  

    円  
271,600 

    円  
382,000 

 

３級  
総 括 主 任 、 主 任 、 園 長
補 佐  

         人 

5 8  

  

        ％  

2 2 . 8  

  

    円  
240,900 

    円  
351,000 

 

 ２級  

主 査 、 社 会 福 祉 士 、 技
師 、 保 健 師 、 栄 養 士 、
保 育 士 、 教 諭  

         人 

3 3  

  

        ％  

1 3 . 0  

  

    円  
208,000 

    円  
305,200 

 

１級  

主 事 、 社 会 福 祉 士 、 技
師 、 保 健 師 、 栄 養 士 、
保 育 士 、 教 諭  

         人 

5 8  

  

        ％  

2 2 . 8  

  

    円  
162,100 

    円  
249,400 

  （ 注）１  牧之原市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。  

２  標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。  
 

    区     分  10年以上 15年未満  15年以上 20年未満  20年以上 25年未満  25年以上 30年未満  

一般行政職  
大  学  卒          275,348円          308,715円           354,904円      385,732円 

高  校  卒          210,600円          236,900円               －      360,500円 

技能労務職  
高  校  卒                 －                 －                 －                 －  

中  学  卒                 －                 －                 －                 －  
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（注）  平成 23 年に６級制から７級制に変更している。（旧給料表の６級を６級及び７級に分割）  

(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和６年４月１日現在）  

  

1級 22.8% 1級 18.3% 1級 19.8%

2級 13.0%
2級 13.9% 2級 14.7%

3級 22.8% 3級 26.3%
3級 32.4%

4級 14.2% 4級 12.4%

4級 12.6%
5級 9.1% 5級 10.4%

5級 9.6%
6級 13.0% 6級 13.5%

6級 7.8%7級 5.1% 7級 5.2% 7級 3.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和6年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

＜作業＞

①

と同様に、当該地方公共

るようにしてください。

②各級の「代表的役職（最も人数が多い役職）」

（

※

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

市４級（主幹）

市６級（参事）

国10級（特に重要課長）

国９級（課長）

国８級（困難室長）

国７級（室長）

国６級（困難課長補佐）

国５級（課長補佐）

国４級（困難係長）

国３級（係長）

国２級（上級係員）

国１級（係員）

牧之原市 （R６）

国家公務員 （R６)

市１級（主事）

市２級（主査）

市３級（主任）

市５級（総括主幹）

市７級（部長）
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 (3) 昇給への人事評価の活用状況（一般行政職）（牧之原市）  

令和６年度中における運用   管理職員  一般職員  

イ．  人事評価を活用している  ○  ○  

 

活用している昇給区分  
昇給可能な

区分  

昇給実績が

ある区分  

昇給可能な

区分  

昇給実績が

ある区分  

上位、標準、下位の区分  ○  ○  ○  ○  

上位、標準の区分      

標準、下位の区分      

標準の区分のみ（一律）      

ロ．  人事評価を活用していない    

   活用予定時期    

 

 

 

４ 職員の手当の状況  

 

 

 (1)  期末手当・勤勉手当  

  

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

牧之原市  静岡県  国  

１人当たり平均支給額（令和５年度） 

        1,420 千円  

１人当たり平均支給額（令和５年度） 

       1,713 千円  

－  

 

（令和５年度支給割合）  

    期末手当    勤勉手当  

６月分  1.200     1 . 0 0 0  

   (0.675)   (0.475) 

12月分  1.250    1.050 

      （ 0.700）   (0.500) 

（令和５年度支給割合）   

   期末手当     勤勉手当  

2.45月分     2 . 0 5月 分  

 (1.375)月分  (0.975)月分  

 

（令和５年度支給割合）       

   期末手当     勤勉手当  

2.45月分      2 . 0 5月 分  

 (1.375)月分  (0.975)月分  

 

 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・ 役 職 加 算 5～ 1 5 %  

 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・ 役 職 加 算 5～ 2 0 %  

・ 管 理 職 加 算 2 0～ 2 5 %  

 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

・ 役 職 加 算 5～ 2 0 %  

・ 管 理 職 加 算 1 0～ 2 5 %  

（注）  (  )内は、暫定再任用職員に係る支給割合である。  
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 ○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（牧之原市）  

令和６年度中における運用  管理職員  一般職員  

イ．  人事評価を活用している  ○  ○  

 

活用している成績率  
支給可能な

成績率  

支給実績が

ある成績率  

支給可能な

成績率  

支給実績が

ある成績率  

上位、標準、下位の成績率  ○  ○  ○  ○  

上位、標準の成績率      

標準、下位の成績率      

標準の成績率のみ（一律）      

ロ．  人事評価を活用していない    

   活用予定時期    

 

 (2) 退職手当（令和６年４月１日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

牧之原市  国    

  

  

  

  

  

  

  

  

 

（支給率）     自己都合   応募認定・定年  

勤 続 2 0年    19.6695月分  24.586875月分  

勤 続 2 5年    28.0395月分   33.27075月分  

勤 続 3 5年    39.7575月分    47.709月分  

最高限度      47.709 月分     47.709月分  

その他の加算措置  

(役職加算、定年前早期退職特例措置 )  

1人当たり平均支給額 6 , 0 6 4千円  2 4 , 2 8 4千円  

 

（支給率）    自己都合   応募認定・定年  

勤 続 2 0 年  19.6695月分  24.586875月分  

勤 続 2 5 年  28.0395月分  33.27075 月分  

勤 続 3 5 年  39.7575月分  47.709   月分  

最高限度     47.709 月分  47.709   月分  

その他の加算措置  

（定年前早期退職特例措置（ 2～ 45%加算）  

 

 

（注）１退職手当の１人当たり平均支給額は、令和５年度に退職した職員に支給された平均額である。   

２ 「 応 募 認 定 ・ 定 年 」 の う ち 「 定 年 」 に は 、 定 年 退 職 及 び 定 年 引 上 げ 前 の 定 年 年 齢  

 に 達 し た 日 以 降 そ の 者 の 非 違 に よ る こ と な く 退 職 し た 場 合 を 含 む 。  

 

(3) 地域手当（令和６年４月１日現在）  

支  給  実  績（令和５年度決算）  606千円    

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）              606,000円  

支給対象地域  支給割合  支給対象職員数  国の制度（支給割合）  

東 京 都 特 別 区        20.0％            １人         20.0％  

 

 (4) 特殊勤務手当（令和６年４月１日現在）  

支給実績（令和５年度決算）  1 , 0 8 0千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）  4 6 , 9 5 6円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和５年度）  6 . 6％  

手当の種類（手当数）   
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手当の名称  主な支給対象職員  主な支給対象業務  支給実績 

(令和５年度

決算） 

左記職員に対する支給

単価 

感 染 症 防 疫

作 業 手 当  

感 染 症 防 疫 作 業 に

従 事 し た 職 員  

感 染 症 患 者 の 予

防 救 治 又 は 感 染

症 菌 附 着 物 件 の

処 理 作 業  

―千円  

 

 １回当たり 300円  

保育業務手当  主 任 保 育 士 ・ 保 育

士  

保 育 所 に 勤 務 す

る 職 員  

1,080千円  

 

 2級以上の保育市  

 月額 4,000円  

 1級の保育士  

 月額 2,000円  

行路死病人保

護収容手当  

行 路 死 病 人 の 保 護

収 容 に 従 事 し た 職

員  

人 の 保 護 収 容 作

業 に 従 事 し た 時  

―千円  

 

1件当たり 500円  

体 の 収 容 作 業 に

従 事 し た 時  

―千円  

 

1件当たり 2,000円  

 

 

 (5) 時間外勤務手当  

支給実績（令和５年度決算）               8 1 , 9 3 9千円  

職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）                    2 8 1千円  

支 給 実 績 （ 令 和 ４ 年 度 決 算 ）                 8 8 , 8 4 9千円  

職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算）                    2 7 9千円  

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度

の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む  

 

 

 (6) その他の手当（令和６年４月１日現在）  

手
当
名 

内容及び支給単価  

国 の

制 度

と の

異 同  

国 の

制 度

と 異

な る

内 容  

支 給 実 績

（ 令 和 ５ 年

度 決 算 ）  

支給職員１人

当たり  

平均支給年額  

（令和５年度

決算）  

 

扶

養

手

当 

扶 養 親 族 の あ る 職 員 に 支 給  

・ 配 偶 者  6 , 5 0 0円  

・ 子    1 0 , 0 0 0円  

・ 父 ・ 母  6 , 5 0 0円  

・ 満 1 5歳 に 達 す る 日 以 後 最 初 の ４ 月 １ 日 か ら 満 2 2歳 に

達 す る 日 以 後 最 初 の ３ 月 3 1日 ま で の 子 １ 人 に つ き 5 , 0 0 0

円 加 算  

同 じ  ―  28,811千円  240,091円  
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住

居

手

当 

自 ら 居 住 す る た め の 借 家 ・ 借 間 を 借 り 受 け 、 月 額 1 2 , 0 0

0円 を 超 え る 家 賃 を 支 払 っ て い る 職 員 に 支 給  

・ 月 額 2 3 , 0 0 0円 以 下 の 家 賃 を 支 払 っ て い る 職 員  家 賃

額 か ら 1 2 , 0 0 0円 を 控 除 し た 額  

・ 月 額 2 3 , 0 0 0円 を 超 え る 家 賃 を 支 払 っ て い る 職 員  家

賃 額 か ら 2 3 , 0 0 0円 を 控 除 し た 額 の ２ 分 の １ に 1 1 , 0 0 0円

を 加 算 し た 額  

・ 支 給 限 度 額  2 7 , 0 0 0円  

同 じ  ―  18,167千円  216,273円  

 

通

勤

手

当 

通 勤 の た め 交 通 機 関 等 を 利 用 し て そ の 運 賃 等 を 負 担 す

る こ と を 常 例 と す る 職 員 又 は 通 勤 の た め 自 動 車 等 を 使

用 す る こ と を 常 例 と す る 職 員 に 支 給  

・ 交 通 機 関 等 利 用 者  

 運 賃 等 相 当 額 （ 支 給 限 度 額 5 5 , 0 0 0円 ）  

・ 自 動 車 等 利 用 者  

   片 道 0 5 k m未 満    2 , 0 0 0円  

   片 道 1 0 k m未 満    4 , 2 0 0円  

   片 道 1 5 k m未 満    7 , 1 0 0円  

   片 道 2 0 k m未 満    1 0 , 0 0 0円  

   （ 支 給 限 度 額 ）  

   片 道 6 0 k m以 上    3 1 , 6 0 0円   

同 じ  ―  17,469千円  64,461円 

 

管
理
職
手
当 

管 理 又 は 監 督 の 地 位 に あ る 職 で 規 則 で 定 め る 職 員 に 支

給  

・ 理 事 及 び 部 長  7 7 , 4 0 0円  

・ 課 長 兼 参 事  7 2 , 7 0 0円  

・ 課 長 職 （ 上 記 以 外 ）  6 6 , 4 0 0円  

・ 園 長  4 1 , 6 0 0円  

同 じ  (俸

給 の

特 別

調 整

額 )  

41,645千円  757,181円  

管
理
職
員
特
別
勤
務
手
当 

管理職員が臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必要により

週休日又は休日等に勤務した場合に支給  

・理事、部長、会計管理者、局長、課長（課長相当職を含む。）  

12,000 円  

・園長  10,000 円  

同 じ  ―  426千円  17,750円 

宿

日

直

手

当 

宿日直勤務を命ぜられた職員に支給する。  

・ 1 回につき 5,100 円  

同 じ  ―  2,509千円  10,410円 
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５  特別職の報酬等の状況（令和６年４月１日現在）  

 
区      分  給 料 月 額 等 

給 

料 

市  長  

 

副  市  長  

 

                810,000円  

 

                640,000円  

 

（参考）類似団体における最高／最低額  

  926,000円／ 637,000円  

 

  775,000円／ 571,000円  

 

報 

酬 

議      長  

 

副   議   長  

 

議      員  

               360,000円  

 

                290,000円  

 

                270,000円  

  505,000円／ 328,000円  

 

  450,000円／ 285,000円  

 

  420,000円／ 270,000円  

期
末
手
当 

市  長  

副  市  長  

       （令和５年度支給割合）  

６月分  2.15カ月  

12月分  2.15カ月   計 4.3カ月  

議      長  

副   議   長  

議      員  

       （令和５年度支給割合）  

６月分  1.8カ月  

12月分  1.9カ月   計 3.7カ月  

退
職
手
当 

市  長  

副  市  長  

 （算定方式）        （１期の手当額）        （支給時期）  

給料月額×在籍年数×500/100  16,200,000円       任期ごと  

給料月額×在籍年数×300/100   7,680,000円       任期ごと 

備    考   

（注）１  退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年

＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。  

 

 

６  職員数の状況  

 

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由  

                                                                     
（各年４月１日現在）  

          区  分  
部  門  

職   員   数  対  前  年  
増  減  数  

   主 な 増 減 理 由 
 令和５年  令和６年  

  
 普  
  
 通  
  
 会  
  
計  

  
部  

  
門  

  
 

 一  
 般  
 行  
 政  
 部  
 門  
 

議 会  
総務・企画 
税 務  
民 生  
衛 生  
農 林 水 産  
商 工  
土 木  

5  
8 4  
2 0  
7 8  
3 2  
1 9  
1 5  
3 4  

5  
8 1  
2 3  
8 1  
3 2  
1 9  
1 4  
3 5  

0  
▲ 3  

3  
3  
0  
0  

▲ 1  
1  

 
広 報 業 務 見 直 し  
税 業 務 増 加  
福 祉 業 務 増 加  
 
 
商 工 業 務 見 直 し  
土 木 事 業 見 直 し  

  計  
 
 

2 8 7  
 
 

2 9 0  
 
 

3  
 
 

＜参考＞                         
  人口１万当たり職員数   68.51人 
 （類似団体の人口１万当たりの職員数  78.45人）  

 教育部門  3 8  3 7  ▲ 1  幼 稚 園 事 業 廃 止  
  小    計  3 2 5  3 2 7  0  ＜参考＞                         

  人口１万人当たり職員数 77.25人 
 （類似団体の人口１万当たりの職員数  102.29人）  

公  
営  
企会  
業計  
等部  
 門  

水 道  
 国 保 ・ 介 護  

8  
2 6  

8  
2 7  

0  
1  

 
介 護 事 業 増 加  

  小    計  3 4  3 5  1   

合   計  
 

3 5 9  
[ 4 5 6 ]  

3 6 2  
[ 4 5 6 ]  

3  
[± 0 ]  

＜参考＞                           
   人口１万当たり職員数  85.52人  



 - 11 - 

部門別  

（注）１  職員数は一般職に属する職員数である。  

２  [     ]内は、条例定数の合計である。  

 

( 2 )  年齢別職員構成の状況（令和６年４月１日現在）  

 

 

区  分  

 

20歳  

 

未満  

20歳  

～  

23歳  

24歳  

～  

27歳  

28歳  

～  

31歳  

32歳  

～  

35歳  

36歳  

～  

39歳  

40歳  

～  

43歳  

44歳  
～  

47歳  

48歳  

～  

51歳  

52歳  

～  

55歳  

56歳  

～  

59歳  

60歳  

 

以上  

 

計  

 

職員数  2人  22人  46人  30人  37人  45人  28人  44人  57人  29人  27人  7人  374人  

 

 (3) 職員数の推移  

（ 単 位 ： 人 ・ ％ ）  

 令 和 元 年  令 和 ２ 年  令 和 ３ 年  令 和 ４ 年  令 和 ５ 年  令 和 ６ 年  
過去５年間  

の増減数（率）  

一般行政  308 313 303 288 287 290 ▲ 18( 5.8％ ) 

教育  35 36 36 37 38 37 2(5.7％ ) 

消防  0 0 0 0 0 0 0(0.0％ ) 

普通会計計  343 349 339 325 325 327 ▲ 16( 4.7％ ) 

公営企業等会計計  31 30 36 33 34 35 4(12.9％ ) 

総合計  374 379 375 358 359 362 ▲ 12( ▲ 3.2％ ) 

（注）１  各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。  

 

  

年  度  

 
部門別  
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７  公営企業職員の状況  

 

 (1) 水道事業  

①  職員給与費の状況  

ア  決算  

区  分  

 

 

総費用  

 

      Ａ 

純損益又は  

実質収支  

 

職員給与費  

  

     Ｂ 

総費用に占める  

職員給与費比率  

     Ｂ／Ａ  

 (参考 ) 

令和４年度の総費用

に占める職員給与費

比率  

令和５

年度  

         千円  

9 0 7 , 7 4 5  

       千円  

▲ 3 , 3 7 2  

        千円  

3 3 , 3 8 6  

             ％ 

3 . 7  

                ％  

4 . 4  

（ 注 ） 資 本 勘 定 支 弁 職 員 に 係 る 職 員 給 与 費 5 , 0 1 2 千 円 を 含 ま な い 。  

 

区  分  

 

職員数  

    Ａ  

給      与      費  
一人当たり  

給与費  B / A  

 

 

 

 

( 参 考 )

水道事業平均 

一 人 当 た り 給 与 費 

給   料  職員手当 期 末 ･ 勤 勉 手 当  計  Ｂ  

令和５

年度  

    人  

８  

    千円  

3 0 , 6 2 5  

    千円  

1 1 , 7 8 5  

    千円  

9 , 7 0 9  

    千円  

5 2 , 1 1 9  

       千円  

6 , 5 1 4  

       千円  

5 , 3 0 1  

（注）１  職員手当には退職給与金を含まない。  

２  職員数については、令和５年３月 31 日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員

（再任用職員（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含まない。  

３  職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及

び定年前再任用短時間勤務職員を含み、会計年度任用職員を含まない。  

 

イ   特記事項  

    ②  職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和６年４月１日現在）  

区  分  平均年齢  基本給  平均月収額   

牧之原市       39.6歳    309,820円 362,256円  

団  体  平  均       45.8歳    337,221円 508,691円  

水道事業       39.5歳  420,150円   

（注）１  平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

   ２  平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出している。  
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 ③  職員の手当の状況  

ア  期末手当・勤勉手当  

公営企業職員  牧之原市（一般行政職・団体平均等）  

１人当たり平均支給額（令和５年度）   

               1,214千円  

１人当たり平均支給額（令和５年度）   

              1,420千円  

（令和５年度支給割合）  

   期末手当    勤勉手当  

６月分  1.2      0 . 9 5  

   (0.675)   (0.45) 

12月分  1.2      1.05 

      （ 0.675）   (0.5) 

(令和５年度支給割合）  

   期末手当    勤勉手当  

６月分  1.2      0 . 9 5  

   (0.675)   (0.45) 

12月分  1.2      1.05 

      （ 0.675）   (0.5) 

 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

・ 役 職 加 算  5～ 1 5 %  

 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

・ 役 職 加 算  5～ 1 5 %  

（注）  (  )内は、暫定再任用職員に係る支給割合である。  

 

イ  退職手当（令和６年４月１日現在）  

公営企業職員    牧之原市  （一般行政職・団体平均等）  

 （支給率）     自己都合   応募認定・定年  

勤 続 2 0 年   19.6695月分  24.586875月分  

勤 続 2 5 年   28.0395月分   33.27075月分  

勤 続 3 5 年   39.7575月分    47.709月分  

最高限度      47.709 月分     47.709月分  

その他の加算措置  

(役職加算、定年前早期退職特例措置 )  

1人当たり平均支給額  8 0 8千円  2 0 , 9 9 6千円  

 （支給率）     自己都合   応募認定・定年  

勤 続 2 0 年   19.6695月分  24.586875月分  

勤 続 2 5 年   28.0395月分   33.27075月分  

勤 続 3 5 年   39.7575月分    47.709月分  

最高限度      47.709 月分     47.709月分  

その他の加算措置  

(役職加算、定年前早期退職特例措置 )  

1人当たり平均支給額 7 , 3 4 7千円  2 1 , 0 4 0千円  

       （注）１退職手当の１人当たり平均支給額は、令和５年度に退職した職員に支給された平均額                 

である。  

       ２「応募認定・定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以降その者

の非違によることなく退職した場合を含む。  

 

ウ  地域手当（令和６年４月１日現在）  

 

 

 

 

支  給  実  績（令和５年度決算）  ―  千円   

 

              

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）                 ―    円  

支給対象地域  支給割合  支給対象職員数  一般行政職の制度（支給割合）  

東 京 都 特 別 区        20.0％            0人              20.0％ 

 

エ  特殊勤務手当（令和６年４月１日現在）  

支給実績（令和５年度決算）  ― 千 円  

支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）  ―  円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和５年度）  ―  ％  

手当の種類（手当数）   

手当の名称  主な支給対象職員  主な支給対象業務  支給実績 

(○年度決算

） 

左記職員に対する支給

単価 

―    ―  千円    
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オ  時間外勤務手当  

支給実績（令和５年度決算）                      1,052  千円  

職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）                        150  千円  

支給実績（令和４年度決算）                      1,305  千円  

職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算）                        163  千円  

（注）１  時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。  

２  職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年

度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とは

ならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。  

 

カ  その他の手当（令 和 ６ 年４月１日現在）  

      

      

      

      

  

 

 

 

 

 

 

手当名  

 

 

内容及び支給単価  

 

一 般 行 政

職 の 制 度

との異動  

一般行政職の  

制度と異なる  

内容 

支給実績
 

（令和５年度決算）
 

支給職員 1人当た  

り平均支給年額 

（令和５年度決算）
 

扶 養 手 当  ４ （ ６ ） に 同 じ        600千円     300,000円 

住 居 手 当        610千円     305,143円 

通 勤 手 当        403千円      80,625円 

管 理 職 手 当        809千円     808,800円 

管 理 職 員 特

別 勤 務 手 当  

      60千円     60,000円 

宿 日 直 手 当         ―千円  ―千円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



８　勤務時間その他の勤務条件の状況

(１) 一般職員の勤務時間の状況

(２) 年次有給休暇の使用状況（令和５年実績）

（注１）　平均日数は、1月から12月までの取得日を職員数で除したものである。

（注２）　年次有給休暇は１年に最高20日を付与、前年からの繰り越しを含めると最高40日間となる。

(３) 特別休暇等の状況（令和５年４月１日現在）

・公務上又は通勤による負傷・疾病

・結核性疾患

・上記以外の負傷又は疾病（医師の証明書に基づく）

・職員が選挙権その他公民としての権利を行使する場合

・職員が裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体の議会

　その他官公署へ出頭する場合

・職員が骨髄移植のため骨髄液を提供する場合

・職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで社会貢献する活動を行う場合

・職員が結婚する場合

・産前、産後

・親族が死亡した場合

・夏季休暇 など

（注）　取得要件は、職員の勤務時間、休暇等に関する条例、規則により定められている。

(４) 育児に関する制度の状況（令和５年度）

（注）　令和５年度に新たに取得した人数である。

合　計
男性 1人 - -

女性 7人 7人 -

教育委員会
男性 - - -

女性 - - -

市長部局等
男性 1人 - -

女性 7人 7人 -

区　分 一人当り平均使用日数

一般行政職 9.2日

特別休暇等の取得要件

区　　分 育児休業 部分休業 育児短時間勤務

勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間

7時間45分 8時15分 17時00分 12時00分～13時00分



９　分限処分及び懲戒処分の状況

(１) 分限処分者数（令和５年度）

- 人 - 人 9 人 - 人 9 人

- 人 - 人 - 人 - 人 - 人

- 人 - 人 9 人 - 人 9 人

（注）　分限処分とは、職員がその職務を十分に果たしえない場合等に、本人の意に反して行う処分を言う。

(２) 懲戒処分者数（令和5年度）

- 人 - 人 - 人 - 人 - 人

- 人 - 人 - 人 - 人 - 人

- 人 - 人 - 人 - 人 - 人

（注）　懲戒処分とは、職員の一定の服務義務違反に対して道義的責任を追及するために行う処分を言う。

10　服務の状況

 　(１)服務規律について

(２) 営利企業等従事許可の申請件数（令和５年度）

　

11　研修及び勤務成績の評定の状況

(１) 職員研修の概要等（令和５年度）

時局対応特別研修 12人

組織改革研修 46人

人事評価者研修 9人

新任監督者研修（４級昇格者） 13人

OJTハンドブック活用研修 15人

監督者研修（５級昇格者） 8人

フォロワーシップ研修（採用７年目） 14人

中堅職員研修（採用10年次程度） 13人

キーパーソン研修（35歳程度） 11人

25人

レベルアップ研修Ⅰ（採用２年目） 8人

レベルアップ研修Ⅱ（採用３年目） 11人

キャリアデザインⅠ研修（採用５年目） 7人

区分 研修内容 受講者

必
修
研
修

階層別研修

新規採用予定者研修 22人

新規採用職員研修 25人

新規採用職員フォローアップ研修

市長部局等

教育委員会

合計

   職員の服務、規律については、職員服務規程により「職員は、市民全体の奉仕者としての職責
を自覚し、誠実公正に、かつ能率的に職務を遂行するように努めなければならない。」と規定され
ている。

・長期休暇及び年末・年始における綱紀粛正に関する通知を全職員に行い、周知徹底を図った。
・交通違反、交通事故防止のため、交通安全講習会、交通安全立哨等を実施した。

該当なし

市長部局等

教育委員会

合計

区　分 戒告 減給 停職 免職 合計

区　分 降任 免職 休職 降給 合計

議会対応研修 11人

ゲートキーパー研修 14人

職員スキルアップ研修 33人

新任管理者研修（課長職昇格者） 11人

人事評価研修（新任課長職） 11人



問題解決力向上研修

働き方を見直す！マネジメント講座

合　　　　　計 504人

建設現場の安全対策研修

6人

CAD研修

1人

施工管理技術講座

4人

交通計画研修

2人

橋梁点検・補修設計研修

事故防止対策と監督業務研修

2人

フルハーネス特別教育研修

4人

占用審査事務研修

1人

ドローン研修

1人

1人

都市計画研修

2人

土質・地質調査研修（初級） 2人

舗装設計研修 4人

盛土研修 3人

土木工事積算研修

1人

テレワークにおける仕事の進め方講座 1人

4人

部下支援型チームマネジメント講座

1人

道路設計研修 1人

土木技術職員研修　採用１年目研修 5人

今日からできる！業務効率化講座

4人

テレワーク時代のリーダーコミュニケーション講座

10人

4人

7人

1人

6人

データサイエンス特別講座

財務諸表の見方・使い方講座入門編

1人

説明力向上講座 3人

政策形成能力向上講座

5人

文章力養成講座

3人

タイムマネジメント講座

3人

8人

静岡県

政策実現能力向上講座（SDGｓ視点からの政策推進） 3人

県・市町・民間企業管理者交流講座 1人

行政の危機管理講座 3人

実践折衝力強化講座 1人

コミュニケーション能力向上講座

行政争訟研修

2人

研修担当者研修 1人

女性職員キャリアアップ研修 2人

市町村振興協会

地方自治法研修 1人

民法研修 5人

法制執務研修

3人

住民対応基礎研修

10人

行政法研修

土木技術職員研修　採用３年目研修

ワンペーパー資料作成研修 5人

6人

企画立案研修 4人

データサイエンス講座Ⅱ

文章作成指導能力向上研修 5人

1人

区分 研修内容 受講者

選
択
研
修

3市広域

1人

EBPM入門講座

EBPM実践講座～政策評価の実践力～

8人

1人

研究テーマ創案・実践研修 6人

クレーム対応研修 10人

対人関係力向上研修 2人

話し方研修 3人

データサイエンス講座Ⅰ

土木技術職員研修　採用２年目研修



（２）勤務成績の評定の概要（令和５年度）

12　福祉及び利益の保護の状況

（１） 定期健康診断の実施状況（令和６年度）

（注）　受診人数は、非常勤職員などを含む。また、他機関等実施者は含まない。

（２）公務災害等の認定状況等（令和６年度）

（３） その他主な福利厚生事業の概要（令和６年度）

概　　　　　要

認定 通勤災害 - - 件

公務災害 2件 - 2件

計 2件 - 2件

区　分 市長部局等 教育委員会 合　計

85.6%

510人基本検診

596人

受診人員

受診率

合　計区　　分

対象人員

独自研修
通信教育講座 9人

榛南青年会議所 2人

○共済組合事業に参加
　　・生活習慣病予防セミナー　　　・メンタルヘルスセミナー　　　・人間ドック受診助成
　　・ライフプラン講座
　　※一部新型コロナウイルス感染症の影響により中止
　
○被服貸与
　　勤務条件や業務の効率化を図るため作業服などを貸与

○御前崎市、菊川市、牧之原市３市職員交流スポーツ大会の開催
　・６月：ソフトボール大会　　　　　・11月：ソフトバレーボール大会

地方公務員法第40条に基づき、全職員に対して勤務成績の評定を実施した。


